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論 文
社会経済環境の変化と中小企業経営
松 原 藤
?
1 はしがき
現在の社会を「政治経済社会』と規定し，その態様をみると，わが国の場合
は，とくに著しい「発展的社会」であり，決して「停滞的社会」ではない。こ
の発展的社会は必然的に，激動・変動の連続が常態であるような，『変動化社
会』である。したがって昨今の，わが国の政治経済社会を変動化社会といって
も過言ではなかろう。それでは変動化社会における変化の諸事象ないし変化を
もたらすであろう諸問題は何であるか。ここに，わが国の立場からみた内外の
情勢変化を示す主要な事象ないし問題を列挙してみよう。主として政治的には
世界政治の多極化・非同盟に結集した第三世界組織の動向• 国内政治の多元化
経済的には開放経済体制の進展・アメリカの保護主義と拡大ECの地域主義の
対立 ・IMF体制の危機・南北問題（格差是正）および日米貿易の調整問題， 0
PEC C石油輸出国機構）の提出するエネルギー問題・労働需給の変化・技術の変
化・産業構造の転換，社会的には人間欲望の変化・公害の深刻化と環境および
資源の保全問題・都市化の進展• 福祉充実の要請，など実に枚挙にいとまがな
い。
しかし，この小論では，社会経済環境の変化を以上に列挙した諸事象ないし
諸問題から次の如き 8項目に集約する。すなわち(1)技術革新の進展，とくに技
術の変化， (2)労働需給の変化， (3)需要構造の変化， (4)国際化の進展， (5)公害の
深刻化と環境保全， (6)都市化の進展とくに過密， (7)産業構造の知識集約化， (8)
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福祉充実の要請，これである。もとより，これらの諸項目は，それぞれ別個の
事象ないし問題であるが，しかし変化の連続として相互に関連する事象ないし
問題もある。このように変化の連続，したがって激動・変動が・常態であるよう
な社会を変動化社会と規定すると，まさしく 1970年代に突入する前後の，わが
国の政治経済社会が，それに該当することは疑う余地がない。何故ならば対外
的にも対内的にも，日本経済は上述の如き社会経済環境の変化が構造的変動圧
力となって戦後最大の転換期を再び迎えたからである。それ故に変動化社会を
端的に「転換期社会」と呼称してもよかろう。それでは変動化社会ないし転換
期社会は何処に向って進行するのであろうか。今日では既にインダストリアリ
ズムの追求と物質主義の反省として，二つの『将来への方向』が海外の学者に
よって示唆されている。その一つは， ダニエ,v・ベル (DanielBell)の『脱
工業化社会』であり，他の一つはデニス・ガボール (DennisGabor)の『成
熟社会」である。想うにわが国の変動化社会ないし転換社会は既に脱工業化社
会の入口に立っており，その将来の出口が成熟社会であるのかもしれない1)。
これを要するに，現在の，わが国の政治経済社会は変動化社会である。この変
動化社会における産業構造の特殊性である二重構造 (dualstructure)の低辺
1)脱工業化社会とは，ハーバード大学教授，ダニエル・ベルの提唱によるボスト・イン
ダストリアル・ソサイテイの訳語である。彼は財産関係の変化をテコの支点として，
封建社会，資本主義社会，社会主義社会に，また科学のテクノロジーに対する新しい
関係の変化をテコの支点とすれば前工業化社会，工業化社会，脱工業化社会（主とし
て情報および情報処理と結びついている）について論ずることができると考えてい
る。もとより脱工業化社会は社会の「全体的な理論」ではないことを強調し，それは
主として社会変化をもたらす新しい動力を取扱うものであるといっている。脱工業化
社会は，また超技術社会或いは情報化社会ともいわれている。
これに反してロンドン大学・応用電子物理学の名誉教授，デニス・ガボールは物質
的な，ゆたかさよりも精神的なゆたかさ， 日常的な，労働よりも充実した余暇を，知
能 (IQ)よりも倫理 (EQ)を大切にして人間性の多様な開花と発展を約束するよ
うな社会を将来への出口として，これを成熟社会("TheMature Society," 1972) と
呼んでいる。 D.ガボール著林雄二郎訳『成熟社会』昭和48年。
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に数多く存在する中小企業が，自からの存立と定着のためには，先ず社会経済
環境の変化に関連して生ずる『経営変革要因」を企業の立場で認識し，それに
対応する中小企業の『経営改善事項」を意欲的に決定して前向きの，かつ合理
的な経営態勢を確立することが必要である。そうでなければ数多くの中小企業
は変動化社会における構造的変動圧力のために脱落の危険に当面するであろ
う。かって中小企業が，いわゆる高度成長の産業構造に体現されている重化学
工業化に適応した如く，再び今日の変動化社会における社会経済環境の変化に
適応しなければならないのである。
本小論は以上の如き課題を私の考えている『中小企業本質論』との関係にお
いて考察せんとするものである。しかし正直にいって，この小論は昭和48年度
夏期の中小企業診断協会大阪支部，同京都支部，同兵庫支部主催の『中小企業
診断士登録更新研修会」における講義を修正加筆したものである。なお同講義
では，中小商業（卸売業と小売業）を含んでいたが，ここでは工業，主として製
造業に限定していることを，あわせて断っておく次第である。
2 高度成長下の産業構造と中小企業の成長
昭和35年から45年にかけての，いわゆる高度成長下の産業構造の特質は，技
術革新と生産性向上運動の導入を契機とした重化学工業化を基調とする大企業
の急成長と巨大化，および中小企業の階層変動とその成長である。ところで戦
後の重化学工業政策は戦前（満州事変以降）のブロック経済という閉鎖体制下に
軍需中心，労働集約的技術によって拡大されたものと異なり，自由経済体制指
向下に，わが国の経済自立と国際的競争力の強化を目標として民需中心，資本
集約的技術によって推進されたものである。このことは次の叙述で明白であろ
・ヽつ。
戦後の重化学工業化が経済政策の対象として具体化の方向に進められたの
は，かの『経済自立五カ年計画」 （昭和30年末閣議決定）においてであり， その
基本的方向および理由は概ね次の如くであった。 「戦前のわが国の経済発展
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は，軍需と東亜の市場に大きく依存してきたが，今後のわが国の産業は国内需
要とはげしい国際競争裡における貿易とに活発を見い出さなければならなくな
った。さらに後進国における軽工業の発達により，わが国の輸出の中心は軽工
業から重化学工業化へと移行する必要をも生じつつある。このため，今後のわ
が国の産業構造は，第2次産業，特に重化学工業の発展を中心として強化，拡
大される必要がある。この要請に答えるためには，新技術，新産業の育成，産
業合理化と生産性向上によるコストの切り下げ，企業組織の強化と資本構成の
是正，産業立地条件の整備などが必要である。……その後，重化学工業という
方向はかわらないにしても，その内容について，国際分業上有利な労働集約的
工業の発展，とくに軽機械や精密機械をふくむ機械工業の拡大発展を重視する
観点が強められてきたこと，さらに，生産活動の基盤となる公共的諸施設の整
備の必要性が強く意識されるようになったこと，などである。……昭和32年12
月の「新長期経済計画』の計画本文では計画の課題として（重点施策の(6)として）
産業構造の高度化をあげ，その中で，とくに機械工業は将来性が豊かであり，
かつ雇用吸収度が高く，輸出においても有望な部門であるから，その助長発展
につとめるものとする」 2)とのべている。かように産業構造高度化の中心が重
化学工業の強化拡大にあることが基本的方向として明白になってきたのである
が，昭和34年末における「貿易・為替の自由化』が重要な時事問題となるにい
たって重化学工業の近代化，とくに機械工業の専門生産体制の整備と近代化を
促進し，あわせて部品工業，下請工業などの強化を計るために中小企業の振興
（近代化と合理化）が推進されるようになってきた。ことに昭和35年末の『国民
所得倍増計画』が政府計画として決定されるや， 「この計画の主要目的として
は， (1)社会資本の充実， (2)産業構造高度化への誘導， (3)貿易と国際競争力の促
進， (4)人的能力の向上と科学技術の振興， (5)二重構造の緩和と社会的安定の確
保がかかげられ，…••• 『工業の高度化と国際競争力の強化』として，（イ）工業高
2)大来佐武郎著「日本の経済政策」昭和36年， 144~145頁。
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度化と多様化，（口）高度成長と自己資本の充実，か）新しい産業秩序の形成，の 3
項目をとりあげている。工業高度化の内容としては，••…•世界市場に適合した
輸出構造の確立を指向する高度加工産業に重点をおき，機械工業と化学工業を
基軸として展開されねばならない。とくに機械工業は輸出産業としても，また
労働力吸収産業としても最も期待される産業である。いいかえれば，機械工業
は経済の飛躍的発展と産業構造高度化をになう戦略産業としての地位を占める
であろう」 8)ということになり，産業構造の高度化，したがってその基底とし
ての重化学工業化過程に工業内部構造の高度化が産業構造政策の重要な課題と
なったのである。
そこで重化学工業化が経済政策の中枢部門の一つである産業政策わけても産
業構造政策の課題として定着化した昭和35年以降， 45年にいたる，いわゆる高
度成長下の産業構造と中小企業の成長について若干の考察を試みてみよう。
いうまでもなく，この10年間における産業構造の高度化を主導したものは，
端的にいえば大企業である。もとより一般論であるが，技術革新と生産性向上
運動の導入を契機とした重化学工業化政策と大企業優先の保護政策のもとに大
企業は量産体制を急速な設備投資，財政投融資の大幅な受け入れによって強化
し，規模の利益を追求しつつ巨大化した。それは資本の集中，集積，合併，コ
ンビナートの形成，産業再編成，産業集中，多国籍企業化，巨大企業による寡
占体制の進展，などの諸現象を考察すれば明白であろう。しかしながら，わが
国産業構造の特殊性である二重構造のもとに，大企業に主導されながら産業構
造高度化の担い手として中小企業が果してきた役割，そのバイタリティは大企
業に匹敵するものがあることは否定できない。そこで大企業と中小企業の補完
関係における，この間の産業構造変化率と重化学工業化およびそれへの中小企
業の寄与率をみれば次の如くである。
中小企業白書（昭和48年度）によれば，先ず産業構造の変化率に関して，「日
3}大来佐武郎著前掲書， 146頁。
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本経済のバイタリティの保持• 発揮に中小企業が果してきた役割は大きい。第
1に，産業構造変革の担い手としての役割があげられよう。これを中小企業の
業種構成の変動率でみると（第 1表），中小企業はこの10年間に各産業分野で大
第1表産業構造変化率 (35年~45年） （単位：彩）
I 中 小 企 業 I 大 企 業
全 産 業 21.1 23.7 
製 造 業 17.4 19.1 
小 売 業 12.9 14.4 
資料：法人企業統計，工業統計表，商業統計表
（注）産業構造変化率とは，全産業および製造業については付加価値額，小売業につい
ては年間販売額の業種別（製造業，小売業の業種は中分類）構成比の増減ボイン
ト数の絶対値の和である。
企業にほぽ匹敵する構造変化を遂げてきたことが分る。ただ，多種多様な存在
である中小企業の実態は，活発な新規開業や事業転換などを通じて，細分類の
業種，品目間でのシフトや同一業種内での高級化，高加工度化など多面的でダ
イナミックな変化が進行しており，こうした一義的な業種概念の変化では現わ
しきれない内容をもっていると思われる。
第2に，中小企業は発展が期待される産業の『ゆりかご』としての機能を営
んでいる。製造業細分類において中小企業（または「大企業』）の出荷シェアが
7割以上のものを『中小企業性業種』（または『大企業性業種』），両者のいずれにも
属さないものを『共存業種」と格付けると，••…·35年に中小企業性業種であっ
た213業種のうち， 45年に共存業種や大企業性業種へ成長した業種は機械，金
属関係を中心に29業種を数える。これら成長業種の出荷の平均伸び率は，中小
企業性業種や共存業種として止まったものをはるかに上回っている」 4)。
次に重化学工業化およびそれへの中小企業の寄与率に関して，同じく中小企
4)昭和48年版「中小企業白書」 63~64頁
114 
社会経済環境の変化と中小企業経営（松原） 203 
業白書は次の如く報告している。「わが国の重化学工業化率は， 35年の55.9形
から45年には62.3形へ進展した（第2表）o大企業の重化学工業化の進展には目覚
しいものがあったが，中小企業は，これを下支えする役割を果してきた。国全
体の重化学工業化に対する中小企業の寄与率は36形を占めており，部品および
加工を中心とする下請中小企業が果した役割も大きかった。大企業の重化学工
業化の急速な進展も，これら中小企業の補完的役割なしには達成できなかった
であろう」い。
第2表重化学工業化率および寄与率 （単位：％）
生 産 輸 出
重化学工業化率 I寄 与 率 重化学工業化率 1寄与率
30年 I35年 145年¥30~35 ¥ 35~45 35年 I45年 135~45
全 体 42.9 55.9 62.3 100 100 46.8 79.0 100 
うち大企業 45.2 72.8 79.1 70.2 64.5 72. 7 91. 3 75.4 
中小企業 32.9 40.5 44.9 29.6 35.5 27.2 56.7 24.6 
資料：生産ー通商産業省「工業統計表」
輸出ー中小企業庁，大阪府立商工経済研究所計算
（注） 1. 重化学工業化率は，生産は製造業に占める重化学工業の付加価値額構成比
輸出は工業製品輸出額に占める重化学工業製品の構成比
2. 重化学工業業種は， 日本標準産業分類中分類業種のうち化学，石油，石炭，
鉄鋼，非鉄金属金属製品，一般機械，電気機械，精密機械，武器の各種と
した。
ところで高度成長下の産業構造の高度化に極めて多様な役割を演じた中小企
業（製造業の事業所数）は昭和 35年当時の約 48万から 10年後の45年には約65万
（小規模のものが多い）へと伸びている。そのうちの約35万は下請企業である 6)。
衆知の如く下請企業とは，（イ）産業資本や商業資本に従属していること，（口）概し
5)同上，前掲『中小企業白書」 65頁。
6)同上，前掲「中小企業白書J51頁参照。
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て賃加工形態であること，り親企業 1社専属ないし数社と取引していること，
に）自己の商標をもっていないことを特徴とする中小製造業であり，その存立分
野は機械，金属，繊維の 3業種を中心に，わが国の産業経済に大きな役割を果
している。試みに，中小企業庁の『下請代金支払状況等実態調査』（昭和42年）
によれば，「大企業の総生産額に占める下請企業からの受領額の比率は製造業平
均で17.3%となっており，繊維製品(32.4%),機械(25.7%), 電気機器(25.7%), 
精密機器(49.5彩）など，高く機械工業の中でも自動車，電子部品，等の分野に
おいてとくに下請利用度が高くなっている」 7)。また高度成長の，この10年間
には下請企業の地位の向上がみられる。それは（イ）受注の安定化傾向，（口）合意に
よる単価決定の増大傾向(46彩），り下請取引基本契約の締結増加傾向（調査対象
企業の84彩）などから推察できる。
したがって中小企業は下請企業，新しく発生した新規開業企業をも含めて高
度成長下の産業構造の高度化過程に重化学部門はもとより軽工業部門におい
ても，それぞれ中小企業性業種，共存業種において存立・定着し，また大企業
性業種へと発展してきているものもある。いま，このような中小企業の存立・
定着の姿態を中小企業の成長というならば，中小企業は高度成長という経済の
拡大基調と重化学工業化を基底とする産業構造の高度化によく適応し成長して
きたことが窺われる。換言すれば高度成長という経済の拡大基調と重化学工業
化を基底とする「産業構造の高度化そのものが新しい中小企業分野を生み出
す。需要が拡大してもすべての産業部門が一様に大規模生産に適しているわけ
ではないから，そこに絶えず一定の中小企業分野が残される。さらに大規模生
産そのものの発展が生産の迂回化を前提とする場合には，多種多様の部品・半
製品の生産において中小企業分野を拡大させる。大企業が中小企業の存在を必
要とするのである。だが以上は社会的にみれば中小企業分野が常に存在すると
いうだけのことである」 8)。
7) 木村泰三•他著「日本の中小企業』昭和47年， 59頁。
8)清成忠男著『日本中小企業の構造変動」昭和45年， 32頁。
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そこで中小企業が社会的にも経済的にも，大企業との厳しい相関関係（補完
関係と相剋関係）および中小企業の濫立という競合関係において，中小企業が存
立し定着するためには，中小企業の長所， すなわち（イ）小まわり（弾力性）がき
くこと，（口）バイタリテイーがあること，い創意工夫の発揮ができること，など
をフルに活用して中小企業に著しい影響を与える内外の社会経済環境の変化
（中小企業の存立形態・存立条件・存立分野への影響）に適応するとともに，現代的企
業として経営的に対応することが必要なのである。もとより中小企業政策とし
てであるが現在実施されている中小企業の経営的対応には次の二つがある。そ
の一つは，個別的対応としての中小企業経営の近代化（個別経済性の追求のための
設備近化代•生産技術の改善•生産性の向上•財務の健全化・経営管理の合理化，など）
であり，他の一つは，集団的対応としての中小企業経営の集団化（規模経済性の
追求のための組織化・団地化・協業化・合併，など）である。 これら経営的対応ヘ
の自主的な努力が中小企業の， いわば共通の本質的な欠陥である（イ）過小過多
性，（口）資本調達力の劣弱，し、）設備の老朽化，（二）低技術水準，（ホ）経営管理能力の
低さ，などを補い現代的企業としての中小企業の存立を可能ならしめるととも
に，それが産業構造内部の構成要素として組み込まれることによって定着する
のである。
もっとも以上のことは，高度成長という経済の拡大基調と重化学工業化を基
底とする産業構造の高度化を前提とする中小企業の存立と定着について述べた
のであるが，しかし，それは中小企業の発生・上昇・下降・消滅という『社会
的対流現象』 9)における一側面すなわち発生・上昇について考察しているに過
ぎない。いうまでもなく多くの中小企業が存立し定着する背後には，またかな
り多くの中小企業が下降・消滅するという社会的対流現象を繰り返しているの
である。その具体的な現われは中小企業の階層変動であり，倒産，転廃業，買
収合併，の進行という中小企業の下降・消滅の事実である。しかし，これらの
ことに関しては清成忠男氏の労作『日本中小企業の構造変動』にすぐれた分析
9)清成忠男著前掲書，社会的対流現象については， 26,28,30頁，参照。
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的な詳述があるので， 10)ここでは省略してもよいのであるが，私見を参考ま
でに要約しておこう。
昭和35年から45年にいたる中小企業の倒産を当時の社会経済環境の変化およ
び産業構造の高度化， 産業再編成（系列再編）による中小企業の不安定化など
と結びつけて考えてみると，中小企業の倒産は統計によれば，既に昭和31年頃
より著しく増加し，わけても36年頃を頂点とする産業構造の高度化，昭和34年
頃から始まり38年頃に本格化した貿易の自由化，昭和38年12月頃から41年 3月
頃にかけての引締不況および構造不況，昭和42年に始まる資本自由化と産業再
編成， 昭和43年より45年9月頃までの史上最大の大型景気（輸出最気）の，そ
れぞれの過程に多少の増減はあるが，一貫して増大していることが明らかであ
る。
もとより中小企業倒産の原因は単純ではない。この当時の一般的原因は， (1)
大企業の圧迫と進出， (2)放慢経営， (3)若年労働力の不足と人件費の騰貴， (4)設
備投資の行き過ぎ， (5)金融の引き締めと資金繰りの困難， (6)在庫の過剰， (7)融
通手形などの失敗， (8)売掛金の増大，などであるが，その時期によって異なり
いくつかの原因が絡み合っている場合が多い。これらの原因を，さらに詳細に
分析して，（イ）経営的原因（中小企業失敗の内部的原因） と経営外的原因（中小企業
失敗の外部的原因）および，（口）経済的原因（景気的原因と構造的原因）と経済外原因
（戦争勃発，天変地変など偶発的原因）の四つに区分整理し体系的に理解すること
が可能である。しかし，ここで問題となるのは，この10年間における中小企業
の倒産が景気的原因或いは金融引き締め，または緩和のような景気調整政策に
よる一時的な影響による増減のみならず一貫して増大傾向にあったのは，確か
に構造的原因すなわち当時の社会経済環境の変化および産業構造の高度化によ
っておこる構造的変動圧力の影響のためであるということである。
ここに構造的変動圧力の影響とは，この当時においては，先ず第 1は重化学
工業化に伴う産業構成の変化という変動圧力，第2は貿易自由化に伴う輸入品
10)清成忠男著前掲書，第4章中小企業の階層変動。
118 
社会経済環境の変化と中小企業経営（松原） 207 
増大という変動圧力，第 3は発展途上国の追い上げと特恵関税問題に伴う低賃
金構造および産業調整という変動圧力，第 4は若年労働力不足に伴う賃金上昇
という変動圧力， 第 5は資本自由化による産業再編成（系列再編成）に伴う変
動圧力，などの影響のことである（この当時は円の切り上げ・為替レートの変更は未
だ問題化していなかった）。端的にいえば，これらの構造的変動圧力の影響に対し
て経営的対応ができなかった中小企業が構造的に排除されたのであろう。
なお補足すべきことは，山中篤太郎博士がいわれる如く，中小企業は「現代
企業の三つの資質，成立の条件，存続の条件，展開の条件の一つあるいは二つ
（零細なものは三つ）を欠くのが中小企業なのであり」 11),また上述の如き本質
的な欠陥をもっているが，このような資質の中小企業が高度成長下に存立し定
着したのは，明らかに自由経済体制，経済の拡大基調，重化学工業化への適応
のみならず中小企業が現代的企業として経営的に対応し合理的経営に努力する
ように進歩してきているということである。もとよりすべての中小企業が，そ
うだというのではない，また中小企業が循環変動や構造変動に当面して従来の
如く窮乏的成長・成長的窮乏を繰り返していることは昔も今も変りはない。し
かし従来の古い型の中小企業の存立と定着すなわち成長と，今日の在るべき現
代的中小企業の成長とは，その姿態は異なっている。
今日の在るべき現代的中小企業は従来の古い型の中小企業を取り巻いていた
非合理的存立条件（低賃金・長時間労働・不潔な職場，など） と社会政策的保護政
策としての中小企業政策の恩恵などは望むべくもなく，もっぱら合理的存立条
件と経済合理主義の経済政策としての中小企業政策（昭和38年の中小企業基本法
以降の中小企業の近代化政策すなわち設備近代化，業種別近代化，企業構造の高度化対策
を意味する）のもとに現代的企業としての合理的経営に脱皮することを指導さ
れ，また努力してきているのである。もとより中小企業近代化政策にも諸種の
問題点（前提としての規模理論と近促法の適用と効果の問題）12)があるが， しかし現
代的企業としての合理的経営に自主的な努力をする中小企業こそ，従来の古
11)山中篤太郎著「近代の社会ー展開としくみの論理』昭和42年， 143頁。
12)加藤誠一編『中小企業問題入門」昭和44年， 167~171頁。
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い型の中小企業と区別される新しい中小企業として国民経済的に存在価値があ
り，おそらく高度成長下の産業構造の高度化過程において存立し定着した中小
企業は，純技術的経営的側面からみる限り，この新しい中小企業が主流であっ
たといえよう。何故ならば，現実的にも中小企業の設備近代化，技術力の向
上，経営管理の合理化，情報の利用化，などが多少とも進捗していることがみ
られるからである。 しかし新しい中小企業といえども企業としての成立の条
件，存続の条件，展開の条件を具備して成長するためには，現在進展しつつあ
る社会経済環境の変化に関連して生ずる「経営変革要因」を企業の立場で認識
し，それに対応する中小企業の「経営改善事頃」を意欲的に決定して，前向き
のかつ合理的な経営態勢を確立することが再び必要なのである。
3 経営面からみる中小企業の社会経済環境変化への適応
1970年代に突入して今年は既に 3カ年になるが，今日の変動化社会における
社会経済環境の変化は， 70年代以前から起っている事象ないし問題をも加えて
『はしがき』において 8項目に集約したので，ここでは，その内容を平易かつ
簡潔に説明するとともに，変化に関連して生ずる経営変革要因，それに対応す
る中小企業の経営改善事項（経営基本・財務•生産・技術·販売・労務の各部門）に
ついて考察してみよう。換言すれば経営面からみる中小企業の社会経済環境変
化への適応についてである。
(1)技術革新の進展，とくに技術の変化•…••技術革新は新しい商品の開発，既
存商品の改善など多面的に展開してきている。それは機械革命とエネルギー革
命，それに伴う資源の転換に特徴づけられるが，概していえば量産技術の進展
であったといえよう。しかし，これからは情報化とシステム化，公害防止と資
源の節約および省力化，などが進むことから新しい技術化が展開されるであろ
う。とするならば提起される経営変革要因は新原材料の出現，生産方法の変革
などである。これに対応する経営改善事項は，先ず経営基本としては新製品の開
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発，製品転換であらねばならない。このための経営部門別改善事項は，財務部
門においては生産コストの検討・設備投資の企画が必要になり，生産部門にお
いては設備更新• 生産工程の改善，技術部門においては新技術の導入開発・技
術水準の向上，販売部門においては販売チャネルの開拓•新販売政策，労務部
門においては労働資質の向上・技能再訓練，などが必要となるであろう。
(2)労働需給の変化•…••労働需給の変化，とくに若年労働力の不足傾向は，戦
後のベビー・プーム期出生人口が労働力として供給され，労働供給量として
は，むしろ豊富な時期であった昭和40年から45年に高度成長による労働需要量
の増大によって生じている。進学率の向上，大企業の中途採用，などから労働
需給のひつ迫は，経済成長率のよほどの低下がない限り今後も続くであろう。
とするならば提起される経営変革要因は賃金上昇，高学歴労働者の増加などで
ある。これに対応する経営改善事項は，先ず経営基本としては雇用制度の向
上，労働供給源の転換であらねばならない。 このための経営部門別改善事項
は，財務部門においては省力化設備投資• 生産性向上の企画が必要になり，生
産部門においては省力化設備要員の確保・作業環境の改善，技術部門において
は自動化技術・省力化技術の開発，販売部門においては販売員の確保・販売員
の訓練，労務部門においては中高年令層パートの採用・労働環境の改善，など
が必要となるであろう。
(3)需要構造の変化……需要構造は景気基調の変動如何によっても変化する
が，ここでは所得上昇に伴う人間欲望が生存的欲望から快楽的欲望へ，さらに創
造的欲望へと変化するにつれて消費の個性的多様化，消費構造の高度化を招来
せしめることを意味しよう。最近のデザイン・ファツション化，などは，その
現われであろう。とするならば提起される経営変革要因は消費水準の向上，消
費パターンの変化などである。これに対応する経営改善事項は，先ず経営基本
としては経営の多角化，高級品質化であらねばならない。このための経営部門
別改善事項は，財務部門においては収益率の向上・在庫管理の強化が必要にな
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り，生産部門においては製品転換・製品の多様化，技術部門においては新製品
開発・開発技術の研究，販売部門においては市場調査・販売促進，労務部門に
おいては販売員の訓練・商品知識の普及，などが必要となるであろう。
(4)国際化の進展……貿易・為替の自由化（わが国の自由化は昭和36年に62%,37 
年4月に70笈同10月に88彩， 38年4月89%,同8月に92.1形へと引上げられ，この当時の
理想としては94.5彩の自由化を達成する予定であり，昭和38年頃にヤマ場を越した），資
本の自由化（昭和42年第1次自由化， 44年第2次自由化， 45年第3次自由化， 46年第4
次自由化， 48年第5次自由化へと一部の例外業種を除き完全自由化した）， 特恵関税の
供与，世界経済の多極化，ガット体制の進展などから内外市場構造の変化，国
際分業化が進むことになるであろう。とするならば提起される経営変革要因は
海外市場の変化，外国企業製品の進出などである。これに対応する経営改善事
項は，先ず経営基本としては市場転換と海外進出であらねばならない。このた
めの経営部門別改善事項は，財務部門においては海外投資・資本導入などが必
要になり，生産部門においては品種転換・高級品質化，技術部門においては新
製品開発・開発技術の研究，販売部門においては市場転換・新市場の開拓，労
務部門においては海外労働力の活用•新しい労働慣行の樹立，などが必要とな
るであろう。
(5) 公害の深刻化と環境保全…•••昭和42年の公害対策基本法の制定， 45年の
改正，以来深刻化する公害は高度成長下の産業公害（有害物質の排出）と都市公
害（過密の弊害）の二重複合公害であり，激化の背景は，（イ）日本経済社会の過密
化，（口）産業構造の高度化（重化学工業化），しヽ ）消費構造の変化，（二）生活関連社会資
本の不足，などである 13)。 ここでは産業公害に限定してみると産業公害は生
産・消費・廃棄の過程から生じ，第三者への被害として社会に転稼されている
といえる。また産業公害は資源多消費型の重化学工業において著しく，したが
って資源。環境破壊（資源や環境は生産力の飛躍的上昇の結果として有限となってき
ている）問題と密接に関連している。産業公害に対しては被害の救済と補償，
13)昭和47年版『環境白書」 24頁．参照。
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防止の強化，以外には適切な方途はないであろう。とするならば提起される経
営変革要因は公害の補償と防止，公害防止のための移転などである。これに対
応する経営改善事項は，先ず経営基本としては防止対策の強化，地域社会対策の
充実であらねばならない。このための経営部門別改善事項は，財務部門におい
ては公害設備投資・工場移転の準備が必要になり，生産部門においては生産設
備の改善・製品の再検討，技術部門においては防止設備の開発・工場環境の整
備，販売部門においては企業イメージの改善・市場の安定化，労務部門におい
ては公害防止統括者の選任・公害管理者の養成，などが必要となるであろう。
(6)都市化の進展，とくに過密……都市には産業と人口が集中し，過密化の弊
害は都市公害となって露出されている。一般論ではあるが高度成長下における
社会的間接資本の投資は生産機能をもつ道路，港湾，鉄道，空港施設，電気通信
施設，郵便施設，工業用水，工業用地，などについては遅れながらも行われて
いる。しかし福祉機能をもつ病院，公園，上水道，下水道，公営住宅，文教施
設，などについては，とくに遅れがちである。このため過密化の弊害は一層深
哀な問題となってきている。先に述べた如く都市公害は産業公害と二重複合公
害となって生活環境を破壊している。このことは人口集中の高い大都市ほど公
害発生や公害のトラプル件数が多いことによって明らかである。とするならば
提起される経営変革要因は都市構造の改革，工場立地の変化などである。これ
に対応する経営改善事項は先ず経営基本としては市場移転，新しい工場立地対
策であらねばならない。このための経営部門別改善事項は，財務部門において
は設備資金の確保・転換資金の準備が必要になり，生産部門においては設備計
画の検討・立地条件の整備，技術部門においては技術水準の向上・公害防止技
術の導入，販売部門においては市場戦略・配送計画，労務部門においては新規
労働力の確保・労働力の移転，などが必要となるであろう。
(7)産業構造の知識集約化……高度成長の行過ぎ，重化学工業化の限界，公害
問題，資源問題，環境問題，都市化問題，との相関関係において意識される産
業構造の知識集約化とは，産業構造の転換に関する，これからの政策的課題で
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ある。
ここに産業構造の転換とは，産業構造内部の構成要素である大企業や中小企
業の既存企業が旧来の存立分野における，活動を縮小または廃止して他産業へ
進出し，或いは海外へも進出することによって一国の生産力構造の態様が変化
することであり，それは客体的条件としての社会経済環境の変化と主体的条件
としての経済政策ないし産業政策の変化によっておこるものである。この意味
では産業構造の知識集約化を産業構造の転換として社会経済環境の変化のなか
に包含して述べることは論理的に適切ではない。また現在のところ産業構造の
転換は経済政策ないし産業政策としては未だ答申或いは提言の段階であるに過
ぎないから主体的条件が整っているわけでもない14)。 しかし，ここでは産業
構造の知識集約化による中小企業の経営変革要因および経営改善事項を考察す
る立場から便宜的に社会経済環境の変化のなかに包含していことを断っておく
次第である。
そこで産業構造の転換とは，従来の重化学工業化に代る知識集約化すなわち
14)産業構造の転換に関する最近の答申ないし提言について調べてみると，先ず経済審議
会答申の「新経済社会発展計画」（昭和45年5月）のなかに産業構造の革新という言
葉が使用されているが， しかし， これは従来の重化学工業化路線を否定することな
く，情報化社会ないし高度産業化社会への移行ビジョンとして， とくに産業の効率化
を中心に述べているに過ぎない。産業構造の知識集約化について明確に述べているの
は，次に述べる如く『70年代の通商産業政策』という題目の産業構造審議会の中間答
申（昭和46年5月）においてである。 さらに経済審議会答申の「新経済社会基本計
画」 （昭和48年2月）において， とくに第2部第5章産業政策，科学技術および第3
部経済構造のなかで簡単ながらも重化学工業の見直し，望ましい産業構造として知識
集約化を中心とした新しい産業構造へ転換する長期的プロセスの始動期であることを
述べているo民間の提言としては，産業計画懇談会による「産業構造の改革』（昭和48
年4月）がある。これは副題に示されている如く公害と資源を中心に，重化学工業を
分析し，批判して産業構造の改革を提首しているものである。したがって主体的条件
としての経済政策ないし産業政策に「産業構造の転換』が具体化されているわけでは
ない。しかし現実の産業界には，限界にきた重化学工業化に対して産業の知識集約化
は既に胎動している。もとより知識集約産業の前途は多難であろう。
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具体的には付加価値率の高い知的な産業分野への産業構成の変化を意味しよ
う。これを国民経済とのメカニズム的関連で産業構造の知識集約化といっても
よいし，或いは可能的に知識集約度を高めるような産業構造に指向する意味で
の知識集約型産業構造と呼んでもよかろう。もとより狭義における産業構造の
転換ないし産業構造の変化である。さて，この場合の知識集約産業の具体的内
容は産業構造審議会の中間答申（昭和46年5月）によれば，（イ）研究開発集約産業
（電子計算機，航空機，電気自動車，産業ロボット，原子力関連，集積回路，ファイン・
ケミカル，新規合成化学，新金属，特殊陶磁器，海洋開発，など）， （口）高度組立産業
（通信機械，事務機械，数値制御工作機械，公害防止機器，家庭用大型暖冷房器具，教育
機器，工業生産住宅，自動倉庫，大型建設機器，高級プラント，など），し、）ファッショ
ン型産業（高級衣類，高級家具，住宅用調度品，電気音響器具，電子楽器，など），（二）知
識産業（情報処理サービス，情報提供サービス，ビデオ産業等教育関連，ソフトウェア，
システム・エンジニアリング，コンサルテイング， など）である15)。 このような知
識集約化のビジョンは，もとより中小企業向け業種とは限らないが，大企業と
の補完関係において進出しうる業種があることは，産業構造審議会中間答申の
作業の延長として，『知識集約度指標』を作り， これを用いて業種を分類する
研究の報告書からも推察することができる16)。とするならば提起される経営
変革要因は産業転換，海外進出などである。これに対応する経営改善事項は，
先ず経営基本としては事業転換，研究開発であらねばならない。このための経
営部門別改善事項は，財務部門においては事業転換資金の確保・研究開発資金
の準備が必要になり，生産部門においては設備の近代化・完全転換，技術部門
においては技術開発・デザイン開発，販売部門においては内外市場の開拓・サ
15)産業構造審諮会編『70年代の通商産業政策ー産業構造審議会中間答申ー』， 昭和46年
5月， 31~32頁。
16)中小企業庁編「70年代の中小企業像ー中小企業政策審議会意見具申の内容と解説』，
昭和47年， 63~69頁参照。昭和47年5月に発表された財団法人機械振興協会新機械シ
ステムセンターの報告書『情報化， 知識集約化の観点からみた産業構造の分析』（三
井情報開発株式会社への委託による研究）
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ービスの向上，労務部門においては学卒者の採用・労使関係の改善などが必要
となるであろう。
(8)福祉充実の要請..…•物価の高騰，人口や産業の過度の都市集中，公害の深
刻化，社会資本の立ち遅れ，などは高度成長の落し子であり， 『ひずみ」の最
たるものである。したがって高度成長よりは国民福祉の向上が叫ばれ，政府も
今日では最重点施策としてとりあげなければならなくなってきている。福祉国
家ないし福祉社会や国民福祉の概念などについては， ここでは取り扱わない
が，今日必要なのは，経済的福祉はもとより非経済的福祉の増進が民主主義の
発達の上に実現されることである。国民福祉として重要なものは完全雇用と社
会保障制度の完備， さらに生活環境や文化・衛生・教育施設の充実などであ
る。とするならば提起される経営変革要因は国民福祉との協調のもとに勤労福
祉の充実，働きがいのある職場の確立などである。これに対応する経営改善事
項は，先ず経営基本としては福利厚生施設の充実，社会的責任の自覚などであ
らねばならない。このための経営部門別改善事項は，財務部門においては福利
厚生資金の確保・退職金や年金の整備，生産部門においては工場安全衛生施設
の強化・製品安全性の確保，技術部門においては労働災害防止技術の開発・福
祉機器システムの開発，販売部門においては販売員の指導・市場の安定化，労
働部門においては労使協調の実現・週休2日制など時短の実施と高能率賃金の
裏付け，などが必要となるであろう。
以上に述べたことを便利のために図示してみよう（第3表）。もとより，この
『表」の原型は既に発表されている17)。 しかしその内容とは，かなり異なっ
ている。
以上は社会経済環境の変化についての簡単な説明とともに，純技術的経営的
側面から，中小企業が企業としての成立の条件，存続の条件，展開の条件を具
備して成長してゆくためには，先ず現代的企業として合理的経営に努力しなけ
17)中小企業庁計画課「国際化と中小企業』昭和47年， 46~47頁，掲載。
126 
（第
3
表）
経
営
面
か
ら
み
る
中
小
企
業
の
社
会
経
済
環
境
変
化
へ
の
適
応
12
7 
変
-
動
化
要
-
因
経
営
部
門
別
改
善
事
項
経
営
基
本
財
務
生
産
技
術
販
、Jo1し
,; 
労
務
技
術
闘
革
新
の
凰新
原闘
材
料
の
新
製
品
の
開
の設生
・陥検N
ii
投討コク
点ス
のト
設
備
更
祈
新
技
術
の
祁
販
売
チ
ャ
ネ
労
働
資
質
の
進技
の
変
化
製発
品
転
換
技人
術間
水発
準
の
ル
の
光間
拓
技l••l能
f・
再
訓
錬
方
法
の
生
I屯
上
程
の
新
販
政
策
革
企
画
改
善
向
上
変労
動
術
給
の
貨
金
I:
昇
雁
Jr
]
制
度
の
省
力
化
設
/1/ii
省
力
化
の
確設
備
自
動
化
技
術
l阪
尤
員
の
確
中
高
年
パ
ー
化
中
向
.I:
一
投
資
要
員
煤
1呆
ト
の
採
用
学
歴
労
働
者
労
換働
給
源
の
生
産
企
性
向
I・.
作
業
環
境
の
省
力
化
技
術
J阪
光
員
の
訓
労
働
環
境
の
社
小
の
増
加
加；
の
圃
改
蒋
の
開
発
糸束
改
僻
需
要
梱
造
の
企
消
架I:
水
準
の
経化.'" "
 
.. 』
常
の
多
角
収
益
率
の
向
製
品
転
換
新
製
品
開
発
市
場
調
査
販
売
員
の
訓
会
変
化
」：
練
消向ヽ
費．
パ
タ
ー
1
級
品
質
化
在
庫
管
珂
！
の
製
品
の
多
様
開
発
技
術
の
J阪
売
促
進
廂
品
知
識
の
経
業
ン
の
変
化
強
化
化
和
f究
普
及
展国
際
化
の
進
海靡
外
市
場
の
市
場
転
換
海
外
投
賓
品
種
転
換
新
製
品
開
発
市
場
転
換
海
外
労
働
の
済
の
活
用
国の化
進企
業
製
海
外
進
出
資
本
導
入
高
級
品
質
化
開
発
技
術
の
新
市
場
の
間
労
働
慣
行
の
環
経
品
II',
jiJf
究
折
i
柑
t立
公
害
の
深
ぢt
刻
営
公
曲
の
補
債
防
止
対
策
の
公
曹
設
備
投
生
産
設
備
の
防
止
設
備
の
企
業
イ
メ
ー
公
害
防
止
統
境
化全
と
環
保
と
防
ii:
地強
域化
社
会
対
資
改
善
開
発
ジ
の
改
袴
括
者
・
管
理
＇公転
布
防
止
移
孤丁
場備
移
転
の
製
品
の
再
検
工
場
環
境
の
市
場
の
安
定
者
蓑
成
の
亦冬
策
企寸
整
備
ィヒ
都
市
特
化
の
進密
革
変
都
熊市
構
造
の
市
場
転
換
設
備
資
金
の
設
備
;lf-
f前
の
技
術
水
準
の
市
場
戦
略
新
規
労
働
力
赤冬
展
に
過
新
工
場
立
地
碓
計
呆
検
討
向
_I
:
の
確
保
労
働
要
工
立
地
の
文
寸
策
転準
換備
資
金
の
立
地
条
件
の
公
害
防
止
技
酉
已
送
計
画
カ
の
移
転
化
変
整
備
術
の
導
入
産
業
構
造
の
因
沌
業
転
換
事
業
転
換
事
業
転
換
資
設
備
の
近
代
技
術
開
発
内
外
市
場
の
学
率
者
の
採
知
識
集
約
化
金
化
デ
ザ
イ
ン
IIH
間
111
用
海
外
進
出
研
究
開
発
研
究
開
発
資
完
全
転
換
うも
サ
ー
ビ
ス
の
新
労
使
関
係
金
向
上
の
確
立
福
祉
の
充
実
勤充
労実
福
祉
の
福
利
更
生
施
福
利
の
確更
生
資
安
全
衛
生
の
災
害
防
止
技
販
売
員
の
指
労
使
協
調
の
の
要
請
設
の
充
責実
金
保
強
化
称
府
の
開
発
導
確
I立
働
き
が
い
の
社
の
会
白
覚的
任
退
職
金
年
金
製
品
安
全
性
ス福
テ祉
ム機
の各
Il戸l
発
市
場
の
安
定
労
働
時
間
短
あ
る
職
場
の
整
備
の
確
保
ィヒ
絲
f
?
?
?
?
?
?
? ?
｛
? ?
?
?
? ，
?
?
?
?
（
?
?
）
?
?
2 I b 閥西大學「継清論集』第23巻第 2•3 号
ればならないこと，および社会経済環境の変化に対し，より積極的に適応する
場合の経営改善事項について， これを一般論として述べたのである（多少重複
していることを断っておく）。ところで中小企業が現代的企業としての合理的経営
に自主的に努力することと社会経済環境の変化に対し，より積極的に適応する
努力をすることは，いわば時代の国民経済的かつ政策的要請に答えることであ
るとともに，それは，これから発展の期待される新しい分野に機動的に進出し
てゆくという中小企業の前向きの経営態度でもある。何故ならば中小企業の将
来には発展拡大的な分野と衰退縮小的な分野が共存しているが，社会経済環境
の変化への適応は，その方向を誤らざる限り，概して発展拡大的な分野への進
出となると考えられるからである。いうまでもなく客体的条件としての社会経
済環境の変化への適応は中小企業が構造的変動圧力に対応することであるから
主体的条件としての経済政策ないし産業政策，ここでは主として中小企業政策
の助成対象となる利益が存在するであろう。それだけに，これからの政策の基
本動向を注目することが必要である。しかし現在の政府の政策は，何といって
も，大資本や大企業を中心にして策定され，中小企業については，いわば第二
義的に配慮されるに過ぎないこともまた事実であることを忘れてはならない。
4 むすび
最後に『むすび」にかえて，社会経済環境の変化に適応する場合の中小企業
の経営者および経営発展の必要条件は何であるかを考察してみよう。もとより
中小企業にのみ固有な特別の条件があるわけではない。しかし中小企業の経営
が所有者 （創業者的経営者・同族会社の経営者の場合には所有と経営は癒着している）
の人物，人格的独立性に依存していることが多いことから経営者を中心にして
考察すると，先ず(A)社会経済環境の変化9 その進展方向をよく認識し’それに
適応する具体的方針を考えて実践することが必要である。その内容として，（イ）
中小企業の国民経済的地位と存在理由の変化を自覚すること，（口）政府の中小企
業政策の展開に注意し，これを有効に利用すること， y、)今日の経営も大切であ
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るが，むしろ明日の経営について思索すること，（二）現状維持的経営タイプや模
放的経営タイプを捨て，常にリーダーシップをもつように努力し，現代的経営
管理技術を可能的範囲において採用するよう心掛けること，~+-)経営の機会を開
発するよう常に努力すること，（吋将来の経営には危険が感じられるであろうが
不安な気持を常に捨てること，などが肝要であると考えられる。次に(B)経営者
の自己啓発によって現代的に組織された企業に脱皮するよう努力することが必
要である。その内容として，（イ）中小企業の誤れる『経営者病』をみずから克服
すること（例えば悪い意味でのワンマン病など）， （口）近代化や合理化を一層積極的
に続けること，四独創性を開発し，専門化を推進し，他方組織化および協業化
体制に協力すること，目労使関係の正常化と労使協調を旨とすること， i-tl労働
条件・環境整備（公害防止を含めて）の積極的改善と労働節約的経営方式を導入
するよう考えること，（へ）経営の知識を活用し，旺盛な経営の意欲のもとに経営
の機会をつかみ，かつ経営の社会的責任を自覚して創造する企業の経営者にな
ること，などが肝要であると考えられる18)。
もともり以上に列挙したことは机上の理想論であるかもしれない。しかし激
動・変動が常態であるような今日の『変動化社会」ないし「転換期社会」にお
いて中小企業が大企業との補完関係と相剋関係および中小企業の濫立による競
合関係のなかから存立し定着するためには，一つの「在るべき経営原則』とし
て重要なことではなかろうか。このことは筆者の従来からの主張である。
なお経営面からみる社会経済環境変化への適応として考えている中小企業
は，中村秀一郎氏がかって規定された意味での『中堅企業』19)および典型的な
18) Cf., J.E. Stepanek, "Managers For Small Industry," 1960, p. 7. 宮本邦雄訳「中
小企業の経営者教育」昭和37年， 24頁参照。ステパネクは，経営発展のための必要条．
件として， 知性 (Inteligence), 知識 (Knowledge), 意欲 (Motivation), 機会
(Opportunity)の4つを挙げている。
19)中村秀一郎著「中堅企業論」昭和39年， 12頁参照。 中堅企業の基本的特徴として，
第1に，独立会社であり，第2に，証券市場を通じての社会的な資本調達が可能とな
る規模に達した企業であり，第3に，経営と所有の分離，近代的経営管理組織の整備
された企業であり，第4に，中小企業とは異なる市場条件を確保している企業である。
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意味での現代的中小企業ないし新しい中小企業であって，固有の意味での小規
模企業ないし零細企業は，ここでは考察の対象としては除外している。何故なら
ば，これらの小規模企業ないし零細企業に対しては，何らかの特別対策すなわ
ち小規模事業対策（小企業経営改善資金融資制度の拡充，経営改善普及事業の強化，優
秀なる経営改善指導員の大幅増員，政府関係中小企業金融機関の支店網の充実，大企業の
中小企業分野への進出に対する分野調整ないし規制，税務・会計記帳の指導強化，税の軽
減，など）による配慮が必要であると考えられるからである。
さらに，論外にそれるが，筆者は中小企業の定義ないし範囲を従来の原則的
な基準（昭和38年の中小企業基本法では，製造業は資本金5千万円以下，従業員3百人
以下，商業・サービス業では資本金1千万円以下，従業員50人以下となっている）より，
従業員規模については労働需給のひつ迫，合理化投資や省力化投資の関係か
ら，これを別にしても，資本金額については，これを引き上げることが経済や
産業構造の拡大，大企業の巨大化，製造業における設備近代化の進展および公
害防止施設の設置，企業に対する社会的責任の要請，インフレによる名目資金
価値の下落，などからみて妥当であると考えている。
もっとも現在，国会で中小企業の基準改正が審議されている。仮りに，これ
が成立すると， (1)製造業については資本金 1億円以下，従業員はこれまで通り
3百人以下， (2)商業については卸売業と小売業を区別し，卸売業は資本金3千
万円以下，従業員百人以下，小売業・サービス業は従来通り資本金 1千万円以
下，従業員50人以下，になることを附記して『むすび』とする次第である。
（昭和48年8月31日）
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